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1　感染症予防対策としてのテレワーク
　2021 年春、新型コロナウイルス感染症が蔓延

して早くも 1 年が経過した。従来、働き方改革

の一環として、ライフワークバランスの向上の

ため、テレワークが推進されてきた。コロナ禍

においては、人と人との接触をさけることがで

きるテレワークが、感染症の拡大を防ぎ経済活

動を維持できる有効な手段となっている。ワク

チン接種が始まったものの、感染症の終息は遠

く、感染症対策と経済活動との両立の難しい状

態が続いている。このような中、テレワークの

推進が一つの大きな施策となっており、ここ 1

年でテレワークはかなり浸透してきている。ま

た、同時に社会経済のデジタル化が加速してき

ており、我々の働き方や生活そのものが徐々に

変わりつつある。本稿では慶應義塾大学大久保

敏弘研究室と NIRA 総合研究開発機構との共同

プロジェクトである『テレワークに関する就業

者実態調査（第 1 回～第 3 回）』を基に働き方と

テレワークの現状と経済のデジタル化の現状を

見ていく 2）。

2　都心部を中心に急速なテレワークの利用
拡大と定着

　就業者実態調査の結果によると、全国の就業

者のうちテレワークを利用した人の割合は図 1

のような推移である。コロナ禍前の 2020 年 1 月

時点では全国平均わずか 6％だったが、2020 年 3

月時点では 10％に上昇し、1 回目の緊急事態宣

言が出された 2020 年 4 ～ 5 月には 25％に上昇

した。緊急事態宣言解除後、2020 年 6 月時点には

17％に低下したものの、9 月で 17％、12 月で 16％

〜要旨〜
　本稿では、大久保敏弘・NIRA 総研による一連の「テレワークに関する就業者実態調査」を基にテ

レワークと経済のデジタル化の現状を明らかにする。テレワークの利用はコロナ禍で急速に広まり定

着しつつある。特に都心部での利用が多いが、業種により向き不向きがあり大きく状況が異なる。ま

た所得にも比例している。テレワーク率は諸外国に比べると低いが、日本的な企業制度・慣行、職場

環境が一因と思われる。しかし、全般的には職場のデジタル化は着実に進んでおり、今後テレワーク

と出勤の組み合わせによる柔軟な働き方が定着するものと思われる。デジタル化は社会全体でも浸透

してきており、決済手段やサービスがデジタル化しており、多くの人が日常的に利用しつつある。
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と、2020 年 6 月とほぼ同水準で推移している。

4 ～ 5 月の大幅な上昇は緊急事態宣言の発令に

よる一時的なものだったが、その後も引き続き

一定水準の利用率を保っており、テレワークに

よる勤務が定着してきているようである。また、

東京圏（東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県）

に注目すると、テレワーク利用率（居住地ベース）

は、2020 年 12 月時点で 26％となり、全国平均

と比較して 10％ポイント高くなっている。

　さらに細かく都道府県別で見たものが図 2 で

ある。図 1 と同様に、1 月時点から緊急事態宣

言下の 4 － 5 月でどの府県も急激に伸びた（破

線部分）。特に東京圏と京阪神の伸びが大きい。

その後、12 月には低下しているものの落ち着い

ている。2020 年 12 月の利用率は高い順に東京

都 30％、神奈川県 24％、埼玉県 22％、千葉県

21％となり、東京圏での利用率が高い。東京都

心部でのテレワークの利用が進んでいる背景に

は、単に感染者数が多く医療体制がひっ迫し、

積極的に政府がテレワークを呼び掛けた結果だ

けではない。そもそも、オフィスワークがメイ

ンである本社機能や中枢機能が東京に集中して

おり、また、情報通信業などテレワークに向く

サービス業種が東京に集中するなど、産業構造、

企業組織や産業・業種の立地特性も大きな要因

となっている。

3　業種による向き・不向き顕著に
　業種によるテレワーク利用率の差は顕著であ

る（図 3）。対面サービスである飲食業や宿泊業、

小売業、福祉・医療、運輸業といった業種では

テレワーク率は低く、低迷したままである一方、

情報通信業や情報サービス・調査業などの職種

では高く、またコロナ禍での伸びも大きいこと

が分かる。このように、仕事の性質や内容が業

種により大きく異なるため、そもそもテレワー

クが可能どうか、向き不向きが業種により異な

る。こうしたことから、一律にテレワーク率の

目標を設定するなどの政策が現実的でないこと

が分かる。しかし、 今後デジタル化が進み、AI

（人工知能）などの導入がさかんになれば、対面

サービス業でもデジタル化やテレワークが大幅

に浸透するだろう。例えば、コンビニの無人レ

ジが身近な例である。近い将来さらにデジタル
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図 1 テレワーク利用率の推移 
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（注）図中の数値は12月時点のテレワーク率を示している。
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化が進んで、コンビニでは、従業員のテレワー

クによる商品管理や発注、業務や店舗の管理、

AI による需要予測や最適な受注・在庫管理、ロ

ボットによる商品整理や配送など行うことがで

きるようになるだろう。

　以前、オックスフォード大学のフレイ教授と

オズボーン教授がAIの普及により将来なくなる

職業を予想した 3）。非熟練労働や単純労働を中心

に消滅する職業が出てくるという。今、コロナ

禍でデジタル化の進展が急速に起こっており、

近い将来、単純労働はデジタル技術に代替され、

非熟練労働や単純労働の需要が大幅に減少する

ようなことが起こるだろう。コロナ禍後、職業

自体なくなることは即起こらないが、特定の職

種における労働需要が大幅に縮小するだろう。

さらにコロナ禍で起こった消費行動の変化も完

全には戻らないため長期的に影響するだろう。

特に対面サービス業における変化は大きいかも
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（注）図中の数値は12月時点のテレワーク率を示している。



しれない。しかし、これと同時に、日本で近年

問題になっていた人口減少による労働力不足を

経済のデジタル化により緩和できる可能性があ

るだろう。

　こうした大きな変化を目前に、このコロナ禍

で露呈しているのは、日本経済のデジタル化の

遅れである。テレワーク利用率は諸外国に比べ

るとだいぶ低い。本就業者調査ではテレワーク

の障害になっている要因についても聞いた。業

種により異なるものの、大量の事務処理や押印、

大量の紙資料、頻繁な会議・打ち合わせ、対面

での商談、社内のみの情報管理や情報アクセス

などを背景に出社しており、デジタル化の遅れ

のみならず日本の企業文化により出社を余儀な

くされ、テレワークが大きく伸びない背景になっ

ている。デジタル化の進展のためには、企業を

中心としたさまざまな制度や慣行を大幅に見直

す必要がありそうだ 4）。

4　所得の格差との連動
　次に所得階層別にテレワークを見る。図 4 の

ように所得階層が高くなるほどテレワーク率が

高いことが分かる。所得 999 万円までの層まで

単調にテレワーク率が伸びている。低所得の階

層ではテレワーク率がもともと低い上、この 1

年での伸びは小さい。所得の格差とテレワーク

利用率の格差とが連動しているようである。所

得が低いと通信費を十分に負担できない、テレ

ワークをするスペースがないなど環境が整って

いないこともありテレワーク率が低迷している

可能性がある。しかし、所得が低い層にテレワー

クに不向きな業種（例えば飲食業などの対面サー

ビス）が多く、職種も非正規労働や単純労働が

多く、テレワークに向かない、あるいは仕事の

性格上できないことが多いため、低迷している

ことも注意すべき点である。
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図 4 所得階層別テレワーク利用率の推移  
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5　勤務の変化
　さらに通勤の面からテレワーク利用率を見る。

図 5 は東京圏でのテレワーク率を通勤時間別に

見たものである。片道 30 分～ 120 分ほどの通勤

者のテレワーク率の伸びが大きいことが分かる。

郊外に居住し都心部に勤務している人が利用す

る傾向にある。通勤による苦痛がそもそも大き

い上に、長時間利用する交通機関内では感染症

リスクも高いため、テレワークの利用が大きく

進んでいるようである。また、郊外の場合、都

心に比べて居住空間が広く、持ち家も多く、テ

レワークのスペースが確保しやすいことも要因

だろう。今後、テレワークにより毎日の出勤の

必要がなくなり、電車通勤は減少する可能性が

ある。一方で郊外におけるサテライトオフィス

などテレワーク拠点の整備が急務となるだろう。

またこうした変化により、都心に程近い郊外で

の住宅需要が高まる可能性もある。長時間通勤

から解放され、自然の中で暮らし、家族や地域

で過ごす時間が長くなり、ワークライフバラン

スの向上にもつながるだろう。

6　テレワーカーのテレワーク日数
　図 1 で見たように 2020 年 6 月以降 12 月まで、

テレワーク利用率は一定程度に落ち着いている。 

しかしそうした中でも、テレワークを利用した

ライフスタイルは確実に変化している。図 6 は

東京圏でのテレワーク利用率を週あたりのテレ

ワーク日数で内訳を示したものである。週 5 日以

上のテレワーク日数は 2020 年 6 月時点で 32％

を占めていたが、12 月には 24％と顕著に減少

し、逆に週 1 日や週 2 日のテレワークが増加傾
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（注）図中の数値は12月時点のテレワーク率を示している。



向にある。6 月時点でテレワーカー全体の 30％

（週 1 日以下 14％、週 2 日 16％）を占めていたが、

12 月には 44％にまで伸びている。テレワーク利

用者はテレワークを使いつつも出勤を徐々に増

やしていったようである。コロナ禍において出

勤とテレワークとの最適な組み合わせによる新

たな働き方を模索しているようである。

　さらに具体的には、感染症蔓延の中で出勤と

テレワークの組み合わせにより、通常どおりの

効率性を維持することが一つの目標となってい

るようである。本就業者調査では通常どおり出

社した場合と比較しての仕事の効率を主観的な

数値で聞いた。ほとんどの人は出勤に比べて効

率は下がっており、テレワークが出勤していた

時よりも効率が上昇したと答えたのはごく少数

だった。概ね、出勤に比べて平均で 20％ほど効

率は下がるものの、テレワークの時間数や経験

に応じて徐々に効率性はあがり、通常勤務と同

じ効率性に近づく。Okubo et al. （2020）では本

調査のデータを用いて計量分析を行った 5）。計

量分析の結果、テレワークができる仕事環境や

一定程度の慣れが効率性に有意に影響を与える

ことが分かった。また、社内での仕事の分担や

業務の明確化も効率性をあげる一つの要因であ

ることも分かった。実際、テレワークをきっか

けに社内部署での仕事業務の見直しやチーム内

での仕事分担などを行った企業も少なくない。

長期にわたってテレワークを継続することや社

内での仕事の仕方や業務内容の細かな見直しに

よってテレワークの効率性は徐々にあがってく

ると思われる。

7　職場におけるデジタル化の進展
　これまで見てきたようにコロナ禍が長引く中、

テレワークを使いながら出勤するスタイルが多

くなってきている。これとともに、仕事環境も

テレワークモードになり、職場でのデジタル化

が進みつつある。本就業者調査では 2020 年 12

月時点でテレワーク利用者を対象に様々なデジ

タルツールの導入の有無を聞いた（表 1）。結果、

テレワークを行う際、仕事の実効性や効率性を

あげるために様々なデジタルツールを導入して

いることが分かった。特にコミュニケーション

ツールやファイルの共有などが浸透しており、

テレビ会議やウェブ会議が全体のテレワーカー

の 67％、チャットによる情報共有が 38％、ファ

イル共有が 37％を占めている。仕事周りのデジ

タルツールがかなり浸透しているようである。
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しかし一方で、業務管理では導入が少なく、人

事管理や営業管理、生産・販売・在庫管理、会

計管理といった社内運営では５～６％ほどにと

どまり、オフィスの自動化、例えば RPA（7％）

やバーチャルオフィス（3％）など本格的な職場

でのデジタル化は程遠いようである。導入に大

きなコストもかかるのが課題だろう。したがっ

て、テレワークで可能な仕事をテレワークでこ

なしつつ出勤するスタイルが当面続くものと思

われる。

8　経済のデジタル化の進展
　今後徐々にデジタル化が進展し、就業者のテ

レワークの効率も徐々にあがってくると思われ

る。職場や仕事環境のみならず、社会全体でも

デジタル化が進んでいる。日常生活でのデジタ

ル化がこの一年で急速に進んでいるものの一つ

が電子決済である。本就業実態調査ではさまざ

まな電子決済やデジタルサービスの利用状況を

聞いた（図 7）。現金決済と並んでクレジットカー

ド決済を利用する人が多いことが分かる。一方

でデビットカード決済は 75％の人が「全く利用

しない」と答えておりいまだに浸透していない

が、今後急速に伸びる可能性がある。さらに、

PayPay などフィンテックサービスによる決済

や電子マネー決済が急速に進んでいることが分

かった。51％の人が電子マネー決済を、また、

44％の人がフィンテックサービスを「よく利用

する」あるいは「ときどき利用する」と答えて

いる。かつては現金決済が中心であり、クレジッ

トカードの利用に懐疑的で多額の決済に使うの

みという人も多かったが、最近では、現金離れ

が進み、クレジットカードのみならず、様々な

デジタル決済手段を使うようになってきている。

利便性や手軽さ、ポイントなどに応じて決済手

段をうまく使い分けているようであり、今後、

決済手段間での競争も激しくなるだろう。

　デジタル化の進展で様々なサービスが広がっ

ている。就業者調査では、ネットデリバリーや

ネットショッピング、シェアエコノミーなどに

関して利用の頻度と有無を聞いている（図 8）。

ネットデリバリーは都心の若年層が頻繁に利用

する傾向にあるが、地域制限があることなどか

ら、「ときどき利用する」も含めた利用者の割合

は全国で 15％程度にとどまっている。一方、ネッ

トショッピングは幅広い層で浸透してきており、

73％を占める。インターネットバンキングも約

半数の 46％である。これらのデジタルサービス

が生活に浸透しつつあるようだ。また、シェアエ

コノミーは 8％と低いものの、今後、利便性が

高まれば消費者の理解が進み、利用は急拡大す

るだろう。このように生活全般でのデジタル化
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テレビ会議・
Web会議

チャットやSNSに
よる社内情報共有

ファイル共有・
共同作業 リモートアクセス タスク・

プロジェクト管理 RPA バーチャルオフィス 非接触型テクノロジー

67 38 37 21 8 7 3 2

電子決裁 勤怠管理、
グループウェア

従業員のメンタル
ヘルスチェック 営業管理 生産管理・販売管理

・在庫管理 採用管理 人事管理 会計管理

16 28 8 6 6 3 5 6

化滑円の業作同共化滑円のンョシーケニュミコ

業務管理

オフィス・現場の自動化

表１　デジタルツールの利用状況（テレワーク利用者のみ） 
単位（％） 
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マネー決済

デビットカード決済

クレジットカード決済

現金支払い

よく利用している ときどき利用している

ほとんど利用したことはない 全く利用しない

(%)
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有料のオンライン娯楽サービス

インターネットバンキング

オンラインショッピング

ネットデリバリーサービス

よく利用している ときどき利用している

ほとんど利用したことはない 全く利用しない

(%)

(n=10,523)

図 7 電子決済の利用頻度（2020 年 12 月時点） 

図 8 日常生活におけるデジタル化サービスの利用（2020 年 12 月時点）
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が着実に進んでいると言えるだろう。コロナ禍

をきっかけに働き方は大きく変わり、テレワー

クを用いた在宅勤務も増えてきているが、その

流れと連動して生活全般も変化しておりデジタ

ル化が着実に進展していることが分かる。全国

各地から手軽に物をネット購入したり、出かけ

ることなく自宅でネット配信の娯楽サービスを

使ったり、時間に拘束されずに銀行サービスを

利用できるなど、時間を短縮したり空間的な隔

たりをなくし生活の利便性が大きく高まってい

る。

9　むすび
　新型コロナ感染症の蔓延が続き、人々の感染

症に対する不安や経済的な不安も依然として大

きい。長引く行動制限によりストレスは増え、

将来の終息がなかなか見通せない不安も大きい。

しかし、コロナ禍をきっかけにテレワークが進

み、働き方や生活そのものの考え方が変わって

きている。テレワークのみならず、職場のデジ

タル環境も進展してきているし、さらには社会

全体でも決済手段やサービスにおけるデジタル

化が急速に進んでおり、多くの人が利用してい

る。コロナ禍をきっかけに経済全体のデジタル

化が加速していることが分かる。我々はデジタ

ル化の利益を享受しつつあり、コロナ終息後、

経済活動が再開すれば、さらに色々な利便性を

感じ始め、さらにデジタルの利用が進むだろう。

　しかし、一方でデジタル化にともなう問題や

課題も忘れてはならない。本稿で見たように所

得階層によりテレワーク率も連動し大きく異な

る。テレワークの格差にとどまらず所得格差に

よるデジタル化の格差も生まれつつある。コロ

ナ禍以前から国内の所得の格差が顕著になって

きていた。特に非正規労働者を中心に中間層の

所得の低迷が見られる。今後、さらにデジタル

化が進展してくると、所得の低い層は通信費の

負担が相対的に大きくなり、テレワークの環境

も整えられなかったりする。利便性の高いオン

ラインネットショッピングやオンラインの娯楽

サービスなどにも手が届きにくく、デジタル化

による利便性を十分享受できていない。企業に

おいても、大企業はデジタル化投資を進めるこ

とができ、テレワークの推進のみならず、その

周辺の職場全体のデジタル化投資を積極的に進

め、オフィスの自動化を進め、さらに効率性を

あげるだろう。一方、中小企業はデジタル化に

十分な投資ができないため、大企業との生産性

の格差が拡大する懸念がある。こういったデジ

タル化により起こる格差の拡大には十分配慮す

べきと思われる。
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2）『テレワークに関する就業者実態調査』は、新

型コロナウイルスの感染拡大による、全国の就業

者の働き方、生活、意識の変化や、業務への影響

等の実態を捉えることを目的としたものである。

これまでに 2020 年 4 月、6 月、12 月の計 3 回、行っ

ている。2019 年度の総務省『労働力調査』の結果
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に応じて割り付け、株式会社日経リサーチの提携

モニターを対象にインターネット上で調査を用

い、回収目標数の 10,000 サンプルとなるよう配信・

回収を行った。第 3 回調査では、回収数 10,523 件

うち、第 1 回、第 2 回調査からの継続サンプルに

よる回答 9,201 件（継続回答率：第 1 回調査、第

2 回調査の回答者 14,247 サンプルの 64.6％）、第 3

回調査からの新規サンプルによる回答 1,322 件で

あった。十分なサンプルサイズと継続回答率は確
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